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通算 850号 2018年 1月 22日発行 
 

法人職員連絡会 
 

1月 18日に開催された法人職員連絡会に出席しました。法人から連絡された事項は以下の

5項目です。 

1. 第 3期中期目標・中期計画における平成 28年度に係る業務の実績に関する評価結果 

今回は第 3期中期目標・中期計画Ⅰ～Ⅴのうち、【Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する

目標】で掲げる 4つの目標に対する実績について評価を受けました。評価結果は【特筆】, 

【一定の注目事項】, 【順調】, 【おおむね順調】, 【遅れ】, 【重大な改善事項】の 6

段階で評価され、4つ全てが【順調】でした。 

http://www.shinshu-u.ac.jp/guidance/plan/hyouka-bunseki/report/docs/H28jissekihyouka.pdf 

2. 第 3期中期目標・中期計画における平成 29年度計画の進捗状況 

今年度の進捗状況について、部局などからのヒアリングの結果をまとめたものが示され

ました。 

3. 平成 28年度財務レポート 

「信大 Zaimu2017」に記載された項目が示されました。 

http://www.shinshu-u.ac.jp/guidance/pdf/plan_statements/2016/7report.pdf 

4. 給与制度の改正 

そくほう 842号(人事院勧告) http://www7a.biglobe.ne.jp/~akarenga/sokuho/842.pdf 

そくほう 847号(退職手当) http://www7a.biglobe.ne.jp/~akarenga/sokuho/847.pdf 

でお伝えした内容です。 

5. 就業規則の改正 

(ア) 新設職名：専門職員、広報企画幹、特任教諭、特任養護教諭 

(イ) 職名変更：専門職員(特定雇用)→事務職員(特定職員)、医療技術職員 

(ウ) 永年勤続者と退職者への記念品の制限を撤廃 

(エ) 無期転換した非常勤職員の定年に関して 

無期転換者の定年は 60歳とする。有期雇用職員と短時間雇用職員については定年後

65 歳まで再雇用可能とするが、短時間雇用職員に変更になる。コーディネーターは

70 歳まで再雇用可能とする。再雇用後に改めて無期転換を申請しないと、毎年度雇

用更新となる。 

(オ) 早出遅出勤務対象者の範囲拡大 平成 30年 2月 1日施行予定 

小学校, 小中一貫校の前期課程又は特別支援学校の小学部に通う子を学童保育等に

送迎する職員(常勤職員と勤務時間が 38 時間 45 分/週の非常勤職員)は、業務の正常

な運営を妨げる場合を除き，早出遅出勤務を請求できる。(現在は小学校に入学する

前の子を持つ職員に限定) 

上記の (エ), (オ) に該当する方はご注意ください。 
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以上の連絡の後に、質疑応答を行いました。 

 

 教育学部ではクォータ制と 100 分授業の導入を検討している。これに伴い全学教育機構

や他学部で開講される授業と授業時間の不整合などが懸念されるが、教育学部で全て調

整し、全学教育機構と他学部には影響を与えない。教育学部は独自の時間割および学年

歴を作成していくことになる。 

 

 女性管理職および常勤職員の採用における女性比率に対する数値目標は、現在のところ

目標を満たしている。目標には数値が求められるため書かざるを得ないが、達成の見込

みに十分留意して決めている。今後もこれらの目標達成を目指していく。 

 

 「先鋭領域融合研究群」と「次代クラスター研究センター」の今後については検討中で

ある。「先鋭領域融合研究群」の運営費はヒモ付き予算(運営費交付金中およそ¥2.7 億)

と各研究所が獲得した外部資金によって運営されており、学部の運営費を侵食している

ことはない。 

外部資金によって雇用された職員の方にできるだけ長く勤めていただけるように要望し

ました。 

 

 軍事研究予算に関する信州大学の考え方は、各部局での輸出管理などの説明会の際に触

れることで新任教員を含めて周知している。また、該当する予算に申請する段階で法人

から指導を行う。 

 

 第 34回総合科学技術・イノベーション会議(2017/12/25開催)で、名古屋大学学長が発表

した「東海国立大学機構(仮称)」について、名古屋大学から信州大学には声がかかってい

ない。 

 

 

 

 


